様式［中堅］２
令和５年度中堅教諭等資質向上研修　研修計画書

１　学校名　　　　　　　　　　　　　
２　対象者名　　　　　　　　　　　
３　担当教科（中学校・高等学校）・担当学部（特別支援学校）　　　　　　　　
４　教育センターが企画する研修（９日）
	番号
	研修講座名

	１～６
	令和５年度教職員研修実施要項のとおり

	選択研修
	読替
	研修・講座名 (例）小学校体育
	期日・会場

	７
	☐ 有
	
	月　日　会場（　　　　　　）

	８
	☐ 有
	
	月　日　会場（　　　　　　）

	９
	☐ 有
	
	月　日　会場（　　　　　　）


※選択研修は、教育センターが実施する専門研修、島根県教育センターとの連携講座、島根大学との連携講座の中から次のように３つ選択し、受講した講座を記入する。小学校・中学校・高等学校は（１）「情報教育」から１つ（２）「ふるさとキャリア教育」「教科指導等」「特別支援教育」「教育相談・生徒指導・学級経営」から２つ。特別支援学校は（１）「情報教育」から１つ（２）「特別支援教育」から１つ（３）「ふるさとキャリア教育」「教科指導等」「教育相談・生徒指導・学級経営」から１つ。
※選択研修を読み替える場合（実施手引５参照）は、読替の有にチェック☑をし、受講する研修・講座名と期日、会場を記入する。
５　校内研修（１５日）　※（１）～（４）を合算して１５日となるようにする。
（１）授業実践
	番号
	①授業実践の視点（ねらい）　②教科等名・単元名等
	実施予定日
	指導者職

	１
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	２
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	３
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	４
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	５
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	６
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	７
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	８
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師

	９
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事☐外部講師


※授業実践は６～９日とする。
※特別支援学校の特別支援教育コーディネーターについては、センター的機能の推進に向けた具体的な取組（教育相談・支援等も含む）についての実践内容を６～９日とする。
※「指導者職」欄は、指導を受ける指導者の職名等（校長、副校長、教頭、主幹教諭及び部主事）にチェック☑をする。
外部講師に指導を受ける日（実施手引６参照）については、外部講師にチェック☑をする。



＜（１）の番号１～９のうち、外部講師に指導を受ける日＞
	番号
	実施予定日
	いずれかに○印
	外部講師
	※実施後の別紙様式
（様式［中堅］４）の提出

	
	月　日（　）
	
	自校を除く県内市町村立学校の校長、副校長、教頭
	要

	
	
	
	自校を除く県内県立学校の校長、副校長、教頭
	

	
	
	
	市町村教育委員会の指導主事等
	要

	
	
	
	県教育委員会の指導主事等
	

	
	
	
	大学の教員及び学校が研究等で招へいする県外講師
	



（２）課題研究（人材育成に視点をおいた校内組織の活性化）
	課題研究テーマ

	



	番号
	①課題研究の視点（ねらい）　②取組内容
	実施予定日
	[bookmark: _GoBack]指導者職

	１
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事

	２
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事

	３
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事

	４
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事

	５
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事

	６
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事

	７
	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事


※課題研究は５～７日とする。

（３）指導助言
	①授業者　②教科名等
	実施予定日
	指導者

	①
②
	月　日
	☐校長　☐副校長
☐教頭　☐主幹教諭
☐部主事


※若手教員等の授業に対する指導助言を１回（授業前後の指導助言を含む）行う。
※実施予定日は、授業参観の日とする。

（４）実践発表
	研究会等の名称
	実施予定日

	
	月　日


※実践発表は０～１日とする。
　※自らの研究授業や実践を県規模以上の研究会等で発表する場合に限る。

